参考様式Ⅰ（第６条第１項関係）
事業計画書
	１ 届出者の概要
	法　人　名
	

	
	主たる業種
	

	
	主な事業内容
	

	
	全従業員数
	人（　年　月　日現在）

	
	連絡担当者
	職・氏名：

E-mail：

	２ 新たに設置する
オフィスの概要
	事　業　所　名
	

	
	入居場所（所在地）
	

	
	（所有者名）
	

	
	（所有者住所）
	

	
	企　業　分　類
	大企業　・　中小企業
※該当するものを○で囲むこと。

	
	
	１　情報通信業（別表第２に該当する場合）
２　専門・技術サービス業（別表第２に該当する場合）
３　スタートアップ企業（基準日において、別表第１に定める要件に該当する場合）
４　その他（　　　　　　　　）

※該当するものを○で囲むこと。

	
	配置人数（予定）
	計　　　　　人（うち女性　　人）
※当該事業所に新たに配置する人数について記載。

	
	（うち新規雇用者）
	人　（うち女性　　人）

	
	（うち配置転換）
	人　（うち女性　　人）

	
	構　　　造
	造　　　　階建て

	
	賃　借　面　積
（補助申請部分）
	㎡

	３ 事業ｽｹｼﾞｭｰﾙ
	賃貸借契約締結日
	　　年　　月　　日

	
	契　約　期　間
	　 年　月　日から 　年　月　日まで

	
	入居予定日
	　　年　　月　　日

	
	事業供用開始予定日
	　　年　　月　　日

	４ 事業計画
	(1)新たに設置するオフィスにおける業務内容や社員の配置を詳しく記載すること。
(2)本事業計画が女性に魅力ある仕事が創出されるものであることについて、記載すること。
(3)革新的な製品やサービスを提供するもしくは社会的な課題を解決する事業を行っているとわかる事業内容について、記載すること。（スタートアップ企業に限る）


	５ 行政機関等からの補助金等
　（該当する場合）
	補助金等名
	

	
	補助金額（補助率）
	賃借料
	円（　／　）

	
	
	通信費
	円（　／　）

	
	交付決定(予定)日
	　　年　　月　　日

	６ 補助対象経費（内訳）
　（該当する場合）
	経費（Ａ）
（年度内総額）
	行政機関等からの補助額（Ｂ）
	補助対象経費
（Ａ－Ｂ）

	
	円
(賃借料)
	円
	円

	
	円
(通信費)
	円
	円

	７ 補助対象経費
（試算）
	賃借料：　　　　　×　　　　か月　　＝　　　　　　　　 円
（※消費税、共益費等を除く）
通信費：　　　　　×　　　　か月　　＝　　　　　　　　 円
（※インターネット利用料のみ）
人件費： 　 　か月 ×　 25,000円     ＝　             　円
  (年度内の雇用予定月合計) 
計　   　　　　　　円


